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どのように変わるの？ 
 

医療では、国民健康保険の制度が変更

され、運営主体に都道府県が加わり、

財政運営を都道府県が行う制度に変更

され、自治体による医療費削減と保険

料徴収が強化されます。 

介護では、福祉用具の自己負担化や、

75歳以上の窓口２割負担に。 

年金では、「将来世代のため」との理由

から減額と支給年齢の引き下げと、物

価と賃金で下がった方に年金を合わせ

て引き下げる、公的年金改革法案(年金

カット法案)は、高齢者の貧困を深刻化

させるのと、若者世代の将来にも影を

落とすものです。 

生活保護では、生活扶助基準が３年間

で 10％も引き下げられましたが、生活

扶助費とは食事や光熱費で生活に必要

な費用で、これを引き下げることは、

生活保護の基準を引き下げるもので、

生活保護基準は他の公的な援助制度の

基準にもなっており、生活保護基準が

下がると、他の公的な援助制度も下が

る仕組みです。    

 


